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※リアルタイム字幕配信の字幕情報であるため、誤字・脱字等がある可能性があります。 

 

令和 7 年 7 月 17 日(木)会見 

 

知事／それでは 17 日の会見を始めます。冒頭、私からは 4 点お話を申し上げたいと思います。 

 まず 1 点目ですが、本日の部局長会議で報告のありました「熱中症対策パッケージ」です。県としてさ

まざまな部局で熱中症対策に取り組んできているわけですけれども、県議会でもバラバラでやっていて

なかなかわかりづらいのではないかというようなご指摘もありましたので、今回全体的に整理し、その

上で、さらに熱中症対策が進むように全庁を挙げて取り組んでいきたいと考えています。 

 今年も暑い毎日が続いているわけですけれども、県内の熱中症によります救急搬送者の数は、5 月から

7 月 13 日までの速報値で 550 人です。昨年の同時期が 281 名でしたので、昨年に比べると約 2 倍に増加

をしている状況です。 

 また、熱中症警戒アラートが発表される回数も年々増えてきていまして、本県においては 2022 年度は

7 回でしたが、昨年度、2024 年度は 19 回で、大変暑い日が多くなってきている状況です。 

 こうした中、ぜひ県民の皆様には熱中症を防ぐための適切な対策を取っていただきたいと思っていま

す。昨年度の救急搬送データを見ますと、本県においては全国に比べて高齢者が占める割合が多くなっ

ています。全国ですと救急搬送者のうち 57％が高齢者ですが、本県の場合 63 パーセント。元々高齢者が

多いということもありますが、いずれにしても救急搬送される方の半数以上がご高齢の方です。 

 ご高齢の方には、ぜひそういう意味では熱中症にくれぐれも気を付けていただきたいと思いますが、

特に屋外での活動をされる際は気を付けられる方が多いと思いますが、住居でも発生しているというデ

ータになっています。長野県の救急搬送状況のうち、約 4 割強の方が住居、これは敷地内全ての場所を

含むとされていますので必ずしも屋内・屋外がわからない部分もありますが、いずれにしても仕事中と

か公衆の屋外ということではなくて、在宅の際、ご自宅にいらっしゃる際にも熱中症になられている方

が非常に多くなっています。 

 そういう意味では、ぜひ例えばエアコンを躊躇せず使用していただくようなことも含めて、ご自宅で

も対策を取っていただきたいと思っていますし、またご近所の方も含めて、こうしたご高齢の方、今一人

暮らしの方も多くなっていると思いますが、ぜひ声掛けや見守り、こうした部分もご協力を頂ければと

思っています。 

 また一方で、事業者の皆様には労働安全衛生法における労働安全衛生規則が改正されて、熱中症の悪

化を防ぐために必要な措置を事業場ごとにあらかじめ定めて、関係作業者に周知することなどが義務付

けられていますので、ぜひ各事業者の皆様も、こうした従業員の皆様の熱中症対策にもしっかりと対応

していただきたいと考えています。 

 県としては「クールシェアスポット」の呼び掛け、あるいは市町村ではクーリングシェルターの指定等

を行っています。ぜひこうした場所も積極的にご活用いただいて、暑い夏を健康で元気に乗り越えてい

っていただきたいと思っています。具体的な県の対策については部局長会議でさまざまな資料をお配り

していますので、ぜひメディアの皆様には、こうした取り組み内容についても必要があれば関係部局に

取材していただき、発信して、熱中症の方が減少するように、なくなるようにご協力いただければと思い

ますので、よろしくお願い申し上げます。 
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 それから 2 点目ですが、旧優生保護法の補償金の支給に関する呼び掛けです。このことについては、

今年 1 月の会見において、請求の受け付けを開始したということでお知らせしたところです。現時点で

ご相談いただいている件数が 73 件ということで、私どもが確認をできている件数は少なくとも 611 件、

あるいは把握が十分できてない部分もありますので、これよりもっと多いのではないかと考えています

が、それを考えると、相談件数はまだまだ少ない状況だと受け止めています。 

 私どもが個別に把握をしている方については、当方から連絡をしていますが、今、個別に把握を私ども

がしている件数が 43 件にとどまっていますので、ぜひ必要な方が補償金を受け取ることができるように

するためには、引き続きさまざまな手段で広報していかなければいけないと考えています。ぜひメディ

アの皆様にもご協力いただければありがたいと思いますし、今後市町村にもご協力を頂きながら、さら

なる広報の徹底を行っていきたいと思っています。 

 このリーフレットにも記載していますように、私どももできるだけ丁寧な対応を心掛けていきたいと

思っていますし、ご希望があれば、請求手続きについては弁護士が無料でサポートする体制になってい

ます。これはご本人のみならず、配偶者の方であったり、あるいは当事者の方がお亡くなりになられてい

る場合には、そのご遺族も補償金の支給の対象になり得ますので、ぜひ申請、まずは前段としてご相談を

頂ければと思っています。 

 旧優生保護法による優生手術については、私ども県としても優生保護審査会における審査等に関わり

を持っていました。そうした責任を重く受け止め反省をしているところです。ぜひ必要な方にこうした

情報が届くように今後とも取り組んでいきたいと考えています。 

 それから 3 点目ですが、プレスリリース資料をお配りしていますように、「信州サステナビリティ・リ

ンク・ローン（脱炭素型）活用促進制度」を構築をしましたのでお知らせをします。 

 このたび県内の中小企業の脱炭素化を促進する観点から、脱炭素に取り組む事業者の取り組み状況に

応じて融資金利が優遇される仕組みを金融機関に作っていただく、その前提として「信州サステナビリ

ティ・リンク・ローン（脱炭素型）活用促進制度」を構築しました。この制度については資料に記載して

いる通りですが、国際原則に準拠した仕組みとして、今日付けで第三者評価機関、格付け機関である日本

格付研究所から第三者評価を取得したものです。 

 これは昨年の 11 月に八十二銀行との間で締結しました「2050 ゼロカーボン実現に関する協定」に基

づく取り組みとして、知見を有する八十二銀行との協力で制度構築をしたところであり、八十二銀行の

皆様には心から感謝を申し上げたいと思います。 

 この制度は、長野県の地球温暖化対策条例に基づく事業活動温暖化対策計画書制度を活用しています

が、この計画書制度においては、事業者から排出される温室効果ガス排出量を見える化して、そして計画

を定めて削減を目指そうというものでありまして、年平均 5 パーセント以上の温室効果ガス排出量削減

を努力目標として掲げているところです。この制度と「信州サステナビリティ・リンク・ローン」がリン

クすることによって、本県における事業活動による CO2 の排出削減が一層進むこととなることを大きく

期待しているところです。 

 本日から八十二銀行においても、この制度を活用した融資商品をスタートさせると伺っています。八

十二銀行においては計画書制度への参加、もしくは目標の達成によって金利を優遇いただけると伺って

いますので、ぜひ事業者の皆様にはこうした仕組みをご理解いただいた上で、CO2 の削減に向けて一層

の取り組みを進めていただければと考えています。 
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 また、これを機会としまして、県内他の金融機関においても、こうした取り組みを進めていただきたい

と思っています。私どもとしては、こうした制度を活用してゼロカーボンの実現に向けた取り組みを一

層加速化させていきたいと考えています。 

 それから最後ですが、劇場版「名探偵コナン」に関する取り組みをさらに進めていきたいと思っていま

す。 

 「名探偵コナン 隻眼の残像」については、公開から 3 カ月が経って、引き続き盛り上がりを見せてい

るところです。報道によりますと、興行収入が 144 億円を突破して今年の上半期の映画興行収入ランキ

ング 1 位と承知しています。県としては「名探偵コナン」をいろんな場面で活用し、長野県の観光振興等

に役立てているところですが、今日は 2 点お伝えしたいと思います。 

 まず 1 点目、県庁 1 階の県民ホールです。コナングッズで装飾を施しています県民ホールには連日多

くの皆様にお越しをいただき、またファンノートに感想を綴っていただいたり、写真を撮っていただい

たりということで、多くの皆さんにお越しいただいていることを大変うれしく思っています。 

 そうした中で、これから県外の皆様が多くお越しいただく 8 月の連休とお盆期間、それから 9 月の連

休に特別公開、要は閉庁日でもオープンしたいと考えています。ぜひ帰省される方、あるいは観光でお越

しいただく方、こうした方にも県庁 1 階の県民ホールの展示をお楽しみいただきたいと思っています。 

 それからもう一点、鳥取県では「『名探偵コナン』まつり in まんが王国とっとり 2025」が開催されま

す。昨年は「名探偵コナン」まつりに約 2000 人が集まったと伺っています。今回は映画の舞台が本県で

すので、鳥取県で開催される名探偵コナンまつりに私ども長野県もブースを出展して、本県の観光 PR を

行っていきたいと考えています。鳥取県の皆様、そして全国からお集まりになられるコナンファンの皆

様に対して、長野県の良さをしっかり発信していきたいと考えています。 

 私からは以上です。よろしくお願いいたします。 

 

司会／それではご質問をお受けします。ご質問ある方は社名と名前をおっしゃってからご質問をお願い

します。 

 いかがでしょうか。では前の廊下側の方。 

 

記者／市民タイムスの萩原と申します。よろしくお願いします。今日午前中の多文化共生推進本部会議

の関係でお伺いしたいのですが、あの場所で本部の中で知事もおっしゃっていましたけれども、どこに

力点を置くか、明確化しないと総花的になってしまう、確かに難しいんだろうなとは思って聞いていた

んですけれども、具体的にどういった形で多文化共生を進めていこうと考えていらっしゃるか、その辺

をお伺いできればと思います。 

 

知事／今日第 1 回目の本部（会議）で幅広く論点を共有した感じにとどまっているわけですけれども、

今ご質問いただいたように、今後やはりどこに本当に重点を置いていくのかということを明確にしなが

ら取り組みを進めていきたいと思っています。 

 そういう意味では、まず長野県に暮らす外国人の皆様が本当により暮らしやすいような環境を作って

いくことが必要だと思いますし、また産業分野においては、やはり担い手、働き手のことがあらゆる産業

分野で共通の重要課題になっている中で、外国人をどのように位置付けて県として外国人の皆様の就労
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をどうやって支援していくのかをしっかり考えていかなければいけないと思います。教育も含めて取り

組んでいきますが、そうした中でも、まず喫緊の課題として取り組んでいくべき事項については次回ま

でにしっかり方向付けをして、明らかになるようにしていきたいと思っています。 

 

記者／今おっしゃった働き手・担い手という部分で、知事の本部会議でも働き手・担い手ではなく地域を

一緒につくる、共につくっていくパートナー、仲間としてというようなこともおっしゃっていましたけ

ど、やっぱりそこら辺を基本にさまざまな施策をやっていくというイメージですか。 

 

知事／外国人の皆様の位置付けとして、私として、長野県に暮らしている皆さんとは、やはり共に地域を

つくるつくり手、一緒に地域を担っているパートナーとして位置付けていきたいなと思っています。国

レベルで考えると、国籍の有無というのは主権の在り方とかも含めて非常に議論するべきところがたく

さんあるので、ここはやはり国全体でしっかり方向付けしていただきたいと思いますが、地方自治、地方

行政においては、やはり長野県に暮らす皆様は地域を一緒になってつくっていく、あるいは今でも地域

を一緒になって支えていただいている皆様ですから、そういう意味ではできるだけそうした皆様が働き

やすい、暮らしやすい、そうした環境づくりに努めていくことが県行政としては重要だと思っています。 

 

記者／わかりました。ありがとうございます。 

 

司会／真ん中の列の前の方。 

 

記者／信濃毎日新聞の上沼と申します。7 月 26 日で長野市の地附山の地すべり災害から 40 年を迎える

ということで、この災害についての県の伝え方について 2 点質問します。 

 災害跡地に県の観測センターがあるでのすが、そこで当時の災害について写真等で展示されているの

ですが、そこでは地滑りの原因について、梅雨時期の大雨と地附山の地層や地質と説明しているのです

が、災害の後に訴訟があって、長野地裁がバードラインの道路管理に瑕疵があったことが地すべりを誘

発した一因になったということについては一切触れられておらず、放映されているビデオですとか、あ

と今インターネットで公開しているパンフレットも同様の説明になっているのですが、まず 1 点目とし

て長野地裁が指摘した地すべりの誘因について現状で触れていないのはなぜでしょうか。 

 

知事／私も地附山地すべりのパンフレットとかを見て、そこら辺の原因とか、あるいは訴訟になった経

過とかが確かにご指摘の通り触れられていないなと思っています。 

 これは、まず多くの皆様がお亡くなりになり、大変土地や家屋等の滅失等も起きてしまった災害です

ので、われわれとしてはこうした災害の教訓をやはりしっかり生かしていかなければいけないと思って

います。 

 私も裁判の判決文をざっと見ただけですが、例えばバードラインの管理に瑕疵があったというような

指摘がされている部分があって、しかしながら当時の報道等を見ると、バードラインの管理の瑕疵があ

ったと、知事の当時のコメントはバードラインの設置には瑕疵がなかった、管理と設置はもちろん違う

ものですけれども、そうしたところで、かつこれは当時のコメントは全面的に内容を必ずしも受け入れ



2025/07/17 会見 

5 

ていないようなコメントになっているなと思っています。 

 それで今、県はどう受け止めているのかということで考えれば、率直に言って曖昧な整理になってし

まっているのではないかなと思います。今ご指摘があったように、これからパンフレットをどうするか

とか、地附山の地すべり災害をどうやって伝承していくのかと考えたときに、今の裁判で争われたよう

な事実関係とか、あるいは県としての認識とかを、やはりもう少し整理していくことが必要ではないか

と率直に思っていますので、そこら辺はよく私も事実確認した上で、どういう形でお伝えしていくのが

最善なのか、望ましいのかをしっかり考えていきたいと思います。 

 

記者／ありがとうございます。その整理というのは判決の設置と管理について整理をして、パンフレッ

ト等でそこを伝えていくということでしょうか。 

 

知事／そうですね。まず私としては正直に言って事実確認をしっかりしなければいけないなと。かなり

昔の話なので、県庁にもなかなか十分資料が残っていない部分もありますが、とはいえこれだけ大きな

災害ですので、県としての考え方とかスタンスというのは、当時の考え方は当時の考え方として、今の時

点で行政組織としてどう受け止めるのかは、やはりしっかり整理して考え方を持っておかなければいけ

ない、なんとなく曖昧のままではいけないのではないかと思いますので、そういう観点で整理を考えて

いきたいと思います。 

 

記者／ありがとうございました。 

 

司会／ほか、いかがでしょうか？ 真ん中の列の一番後ろの方。 

 

記者／長野放送の勝家と申します。よろしくお願いします。15 日に県から石油商業組合に対して行われ

た報告を求める通知ですけれども、改めまして報告を求める内容と、求める理由について知事から説明

いただけますでしょうか。 

 

知事／7 月 15 日付で長野県石油商業組合に対して、中小企業団体の組織に関する法律第 92 条による報

告の徴収を求めるということで通知を発出したところです。 

 これについては 6 月 30 日に石油商業組合が設置した第三者委員会から報告が出されたところですが、

その際、私どもの方からは内容を精査した上で事実関係を報告するよう石油商業組合に対し求めていた

ところですが、その後約 2 週間経過していますが、まだ私どもに対しては報告がない状況です。 

 こうした中で第三者委員会の報告書を見ると、一つは独占禁止法に関連する部分があります。ここに

ついては今、公正取引委員会で調査が行われている状況ですので、私どもとしては組合にはしっかり公

正取引委員会の調査に協力して、事実が解明されるようにしてもらいたいと考えていますが、その一方

で報告書の中では組合の事後対応であったり、あるいは組合はどうして本件を防げなかったのかという

ことについてはガバナンスであったり、コンプライアンス意識であったり、組合の運営そのものに関す

るような論点も指摘されている状況です。 

 従いまして、私どもとしてはこうした点についての、まずは報告書を踏まえての事実関係の報告と、そ
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れからこうした点についての石油商業組合の見解、さらに再発防止策であったり、今後への提言という

ことも、第三者委員会の報告書では記載されていますので、こうしたものに対してどのように対応して

いくのか、こうしたことについて報告を求めているところです。 

 

記者／ありがとうございます。今回の提出期限が 7 月いっぱいまで、そして 6 月 30 日の第三者委員会か

らの報告から 2 週間経ってもまだ報告していないという事実もあるというところ、そしてまた今回虚偽

の報告をした場合には罰則もあるというところで、今回の県の要請に対して組合についてはどのように

対応してほしいか、そういったところの気持ちをお聞かせください。 

 

知事／もうこれはかねて同じですが、やはりガソリンの価格の問題については本当に多くの県民の皆様

の強い関心事です。ぜひ石油商業組合におかれては事実関係をしっかりつまびらかにしていただき、そ

して未来に向けては組合としてしっかりした対応の方針を示していただきたいと思います。県民の皆様

が理解できる、納得できる、そうした対応を強く求めたいと思います。 

 

記者／ありがとうございました。 

 

司会／ほか、いかがでしょうか。窓側の一番後ろの方。 

 

記者／NHK の杉本です。今の（質問）に関連して伺いたいと思うのですが、確認ですけれども、7 月 31

日までに期限を設けたというところですが、これまでのところ、以前の知事会見の後に、石商側から県の

方に何らかのアクションといいますか、どういった連絡があったのか、あるいはなかったのかというと

ころはいかがでしょうか。 

 

知事／連絡は直接はありません。ここでも何度もお話しているように、中小企業団体中央会が日常的な

部分の指導権限をお持ちですので、中央会とは意思疎通してますけれども、直接組合からこのことにつ

いてわれわれに対する説明は今のところありません。 

 

記者／その意味で今のスピード感というところを知事はどのようにお感じになっていますでしょうか。

組合側の対応という意味ではですね。 

 

知事／もちろん速やかに対応してもらいたいと思いますが、しかしながら、あまりにも拙速な対応をさ

れても、先ほど申し上げたように県民の皆様の理解を得られるような対応にはなり得ないと思いますの

で、これは組合という組織全体に関わる問題ですので、そういう意味でしっかり対応していただきたい。

そういう意味でご質問に対しては、われわれとしてもできるだけ早く対応していただくことが望ましい

と思いつつも、一方で、早いことを重視するがあまりに、十分検討されないような方向付け、あるいは事

実確認では困るとも思っています。 

 

記者／そういう中でも 31 日という期限を設けたのはどのような狙いからなのか。そして、もしそこで十



2025/07/17 会見 

7 

分でないような回答が出てきた場合には、罰則という話もありましたけれども、どのような姿勢で臨む

と現状お考えでしょうか。 

 

知事／まず私たちとしては、まず組合として精査をすると報告書が出たときもおっしゃっていらっしゃ

いましたので、その上で事実関係がどうだったのかはしっかり報告してもらいたいと思いますし、指摘

されているような具体的な事項についても、組合としての見解を明らかにしてもらいたいと思っていま

す。 

 ただ、われわれとしては罰則するために報告を求めるとかではなくて、より良い方向に組合が主体的

に改善していってもらうことが何よりも重要なことだと思っていますので、そういう意味では、このこ

とについて、まず真摯に向き合っていただきながら、今の実情、今の受け止めについて率直な回答を頂き

たいなと思っています。 

 

記者／これまでの組合の対応を見ていると、どうしても本当にちゃんと期間が開いたら出てくるのかと

いう疑念も当然ありますし、またガバナンスというところでも、なかなか報告書を認めてないというよ

うな報道への対応というのもある中で、知事の言うしっかりとした対応というのはもう一歩踏み込もう

とすると、どういうその対応ということになりますでしょうか。 

 

知事／どういう対応というのは組合側が。 

 

記者／組合側としてどういう対応を望んでいくのか、ガバナンスを効かせるという意味では、まずは報

告というのもあると思うのですが、どのレベルでの、単に報告をすればいいということなのか、どういっ

たところを変えていくのかというところを、その辺りの感覚はいかがでしょうか。 

 

知事／組合員の皆様も大勢いらっしゃるわけですので、組合員の皆様がしっかりと、われわれも関心事

ですが、おそらく多くの組合員の皆様も、今回の第三者委員会の報告に対して、いったい事実関係はどう

なっているのかとか、あるいは今後どうしていくのかということについて問題意識をお持ちの方も大勢

いらっしゃると思います。 

 そういう意味では、ぜひ組合の中でしっかり議論をして方向付けしていただいた上で、われわれには

適切に報告してもらいたいと思います。 

 

記者／わかりました、ありがとうございます。 

 

司会／他いかがでしょうか。真ん中の列の。 

 

記者／信濃毎日新聞の上沼です。先ほどの地附山の関係でもう一点だけ質問させてください。判決の直

後は、県としてはその判決を全面的に認めるという姿勢ではなかったのですが、現在の知事の考えとし

て、その判決を認める、あるいは認めないという点でいくと、どのように考えていらっしゃるのでしょう

か。 



2025/07/17 会見 

8 

 

知事／そのことが、まさに先ほど申し上げたように、当時の考え方が今、私の手元にあるものを見る限り

では非常に曖昧だなというのが私の率直な認識です。ただこうした大きな災害で曖昧な認識でいると、

先ほどもご指摘があったように、何かわれわれから災害について伝えるときに、非常に抽象的というか、

例えば具体的に県として責任があるのかないのかということも伝えきれない、伝えられないというのが

今の状況ではないかなと思いますので、そういう意味で少し過去を振り返りながら、今、今ですよ。今わ

れわれとしてはこれをどう受け止めるべきかということについては整理しなければいけないなと思って

います。 

 先ほど申し上げたように、当時の資料を見ると、判決の内容はバードラインの設置には瑕疵がなかっ

たものの、その管理には瑕疵があったということで、県の営造物管理責任を認めたものですが、一方で当

時の県としては、県が主張した通りバードラインの設置には瑕疵がなかったと判断されたということ等

を総合的に勘案して、本判決を受け入れ控訴しないという形になっていますので、そういう意味では必

ずしも判決内容全体をその通りだということで必ずも受け入れてはいないのではないかと受け止められ

ます。 

 ですから、今われわれとしては、ではどうなのかと問われたときに、非常に曖昧なご説明しかできない

わけです。突き詰めても最終的に、もしかしたら曖昧になってしまうのかもしれませんが、もう少しいろ

いろな資料を見ながら県としての考え方は整理していくことが必要ではないかと思っています。 

 

記者／曖昧というのは県の認識が曖昧という理解でいいですか。 

 

知事／そうですね、当時の県の考え方は、判決内容をそのまま、ご指摘の通り必ずしも受け入れていない

ですよね。そういう意味では、われわれとしてこれから将来に向けてそうした考え方が適切なのか、はた

また違う考え方があり得るのか、あるいは、この時に訴訟があって賠償を行っていることは事実ですか

ら、そうした事実を重く受け止めて、こうした判決があったということを、もっとしっかり伝えていくべ

きなのか、いろいろな考え方あると思いますが、その辺どういう対応が適切かは考えていきたいと思い

ます。 

 

記者／ありがとうございました。 

 

司会／窓側の方。 

 

記者／信濃毎日新聞の小山です。よろしくお願いします。私も発表事項ではなくて申し訳ありません。最

低賃金の関係で、もしご見解あれば伺いたいのですが、今年も公益代表と労使代表の審議会が 8 月上旬

の答申に向けて議論をスタートさせていまして、県内の議論を見ていくと、もう長いところずっと中央

の審議会の目安通りの決着というのが固定化しているというか、定着しているような状況ですが、物価

高があって、それは労使ともに影響を受けているかと思いますが、また今年も厳しい交渉があるのかな

と思っているのですが、知事の方で交渉にも求める、こういう観点での議論を求めたいとか、何かそのポ

イントになるようなところ、お考があれれば伺えますか。 
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知事／労使双方、それから中立的な方にもご参画いただく中で検討が行われていますので、私があまり

個別具体的な要請とかをしないようにということで、私としてはある程度自制はしています。ただ今ご

質問があったように、やはり私としては最低賃金に限らず、何でも国が言う通りとか、何でも中央が決め

た通りというのは最も嫌うタイプですので、まず長野県の実態とか実情、それから今の実情だけではな

くて将来に向けてどうあるべきなのかということも十分念頭に置いていただいた上で関係の皆様にしっ

かり議論してもらいたいと思っています。 

 今、経済が非常に大きく動いています。そして一方で物価がどんどん上がっている中で、日常の暮らし

がかなり圧迫されている。そのためにはやはり最低賃金に限らず、賃金が上がっていくようにしていく

ことが重要だということをいろいろな場面で私もお話をしてきています。そうした状況を踏まえた議論

と方向付けがなされることを強く期待しています。 

 

記者／ありがとうございます。もう一点、国も加重平均で 1500 円への引き上げを前倒しして 2020 年代

にと石破政権が出していますけれども、この辺の引き上げの金額の規模感とか、ペースというのは少し

早いのか、適当なのか、何か私見を持ちでしょうか。 

 

知事／経済は生き物なので、それが適切か適切ではないかを私が判断するのはなかなか難しいなと思い

ますが、一方で非常に物価、特に私もすごく感じますけれども、食品の価格がすごく高くなっていますよ

ね。ちょっと前に比べると、同じもの買ってもこんなに高いのかと思いますし、一方で値段はあまり上が

らなくても量が少なくなったりとか、そうした中で事業者の皆様もいろいろ工夫したり苦労されている

と思いますけれども、やはり暮らしをどう維持していくかということで日々お悩みになられてる方も大

勢いらっしゃる状況ですから、そういう意味では最低賃金の話のみならず、やはり全体的な経済の在り

方、配分の在り方も含めてしっかり考えていただくことが必要だと思います。 

 今ちょうど参議院選挙が行われているわけですので、ぜひ国民の 1 票で今後の政策の在り方というの

も大きく変わってくる可能性がありますので、まず県民の皆様にはご自分の権利、1 票を有効に活用して

いただきたいなと思います。 

 

記者／わかりました。以上です。 

 

司会／ほか、いかがでしょうか。廊下側後ろの方。 

 

記者／中日新聞の渡辺と申します。よろしくお願いします。今の最低賃金の話に関連してです。先ほど知

事は審議会に要望することは自制されるという見解でしたが、例えば徳島県の後藤田知事は昨年でした

か、結構上げるようにと要請して非常に高い最低賃金引き上げというものが実現しています。もちろん

いわゆる政治介入と言われていることに賛否もありますが、そういった姿勢は阿部知事としては取らな

いというところでしょうか。 

 

知事／他の知事がどうするかということについてはコメントする立場ではありませんが、私とすれば今
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の仕組みで、やはりしっかり議論を尽くしていただくことが必要だと思っています。一般的な私の考え

方は今申し上げたように、ちゃんと社会経済情勢の動きをしっかり見極めた上で、ただの目安通りとい

うことではなくて、長野県に合った在り方を考えてもらいたいなと思いますが、私たちというか、私のよ

うな政治家が、その都度その都度こうした方がいいとか、この方が望ましいとか言い出すと、場合によっ

ては今どちらかというと上げる方向で皆さんにおっしゃっていますけれど、下げた方がいいのではない

かとか、据え置いた方がいいのではないかとかということも普通に言う形にもなってきますし、そうす

るとそもそも今の枠組み自体がいいのかどうかという議論にはなってくると思います。 

 私はそもそも制度改正するという議論まで踏み込むのであれば、そういう議論はあり得ると思います

けれども、法治国家でもありますし、やはりルールを超えてというか、いろいろな人がいろいろなことを

言うことを逆に過度にそうした委員会が聞くようになってしまうと、これはこれで場合によったら、要

するに多くの人たちの期待に応えるような方向性であれば、多分誰も文句は言わないと思いますけれど

も、逆に働いたときは本当にそれでいいのかという話になるので、そこは慎重に考えなければいけない

のではないかなと思っています。 

 

記者／ありがとうございます。 

 

司会／他はいかがでしょうか。よろしいでしょうかね。 

 ではないようですので、以上で知事会見を終了いたします。 

 

知事／どうもありがとうございました。 


